
【社会資本整備等：公共投資における効率化・重点化と担い手確保】

政策⽬標：公共投資における効率化・重点化と担い⼿を確保するため、i-Constructionの推進、中⻑期的な担い⼿確保に向けた取組、費⽤便益分析、効
率的・効果的な⽼朽化対策等に取り組む。
・i-Constructionについて、調査・測量から設計、施⼯、検査、維持管理・更新までの全ての建設⽣産プロセスにおける建設現場の⽣産性を
2025年度までに２割向上することを⽬指す。

・また、インフラメンテナンスについて、予防保全型のメンテナンスの推進等により、中⻑期のトータルコストの抑制を⽬指す。

KPI第２階層 KPI第１階層

〇ＩＣＴ土工の実施率（直轄事業）
〇ＩＣＴの活用対象（橋梁・トンネル・ダム工事や維持管理を含む
全てのプロセスに拡大）

〇個別施設計画の策定率
〇施設の集約化・複合化等の計画数・実施数

１．政策体系の概要

２．狙い
ICT活⽤による建設現場の⽣産性の向上、インフラメンテナンスの中⻑期のトータルコストの抑制

３．具体的な検証項⽬
担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

1
国土交
通省

ICTの活用
社資1
(p58)

・「ICT活用」と「建設現場の生産性向上」の
関係性

本年秋までに既存調
査を収集・整理（参
考資料４）

生産性の確認（算出）方法、ICT
活用により生産性が向上した具体
例、建設現場におけるICTの導入
状況 等

2
関係省
庁

効率的・効
果的な老朽
化対策の推
進

社資6～9
(p62～64)

・「インフラの点検・診断における新技術等
の導入」と「インフラメンテナンスの中長期
のトータルコストの抑制」の関係性
・継続的に指標の充実を図る

本年秋までに既存調
査を収集・整理（参
考資料５、６、７）

新技術等の導入によりメンテナン
スコストを抑制した具体例、新技
術の現場試行累積数、導入状況
等

〇総合管理計画の見直し策定率

〇国内の重要インフラ・老朽化インフラの点検・診断な
どの業務において、一定の技術水準を満たしたロボット
やセンサーなどの新技術等を導入している管理者の割合

〇新技術の現場試行累積数

〇インフラメンテナンス国民会議に参加する会員数

〇総合管理計画において効率化の効果を含めたインフラ
維持管理・更新費見通しを公表した累積地方自治体数

〇インフラ所管省による効率化の効果を含めたインフラ維持管理・
更新費見通しの公表
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【社会資本整備等：新しい時代に対応したまちづくり、地域づくり】

政策⽬標：政令指定都市及び中核市等を中⼼に多核連携の核となるスマートシティを強⼒に推進し、企業の進出、若年層が就労・居住し
やすい環境を整備する。
①社会のＤＸ化による地域サービス等の進展や新技術活⽤による新たな価値創出に資する基盤を構築するとともに、都市マネ
ジメント⾼度化等による社会課題解決を⽬指す取組への⺠間企業・市⺠の参画状況を向上させる。結果として、住⺠満⾜度の
向上、産業の活性化、グリーン化の実現など社会的価値、経済的価値、環境的価値等を⾼める多様で持続可能な都市が各地に
形成され、国内外に紹介できる優良事例を創出する。

KPI第２階層 KPI第１階層

○都市ОＳ（データ連携基盤）上で構築された
サービスの種類数

〇都市ОＳ（データ連携基盤）の導入数
〇自治体データプラットフォームとの連携数
〇スマートシティサービスの運営組織数

○都市ОＳ（データ連携基盤）を活用してサー
ビスを提供するユーザ数

１．政策体系の概要

２．狙い １）スマートシティの地域での取組の現状・⽔準を把握 ２）取組推進に向けた国の施策の状況を把握
３）地域・国における取組成果の効果的な評価⽅法について継続的に検討・充実を図る

３．具体的な検証項⽬
担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

3
内閣府
（CSTI)

スマートシ
ティ

社資13
(p68-70)

・スマートシティの構築による社会的価
値、経済的価値、環境的価値への影響
（どのような効果が発現するか）及びス
マートシティの活動状況等との関係

R3：既存情報から現状整
理、あるべき水準検討
R4～：指標充実、継続的
調査体制等の確立 等
（参考資料８）

・社会（教育、健康）、経済（雇用、買物）、
環境（移動、防災）などの指標設定事例 等
・自治体、民間の取組（内容・水準）、大学等
の地域拠点、人材育成等の活動の情報 等

〇スマートシティに取組む自治体および民間企
業・地域団体の数（官民連携プラットフォーム
の会員・オブザーバ数）

〇スマートシティの連携事例数
〇技術の実装をした自治体・地域団体数

〇大学等の取組を通じ、社会課題解決・まちづ
くり活動に参画した市民／関係人口の数

〇スマートシティの人材育成プログラムの受講者数

〇政府および自治体による、民間企業や住民等への広報活
動の実績

〇スマートシティ構築を先導する人材数

〇大学等における地域貢献・社会課題解決に関する普及促
進活動数

15



【社会資本整備等：ＰＰＰ／ＰＦＩの推進】

政策⽬標：⺠間の資⾦・ノウハウを最⼤限活⽤するとともに、公的負担の最⼩化を図るため、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」
に基づき、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活⽤を重点的に推進するとともに、地⽅公共団体等がＰＰＰ／ＰＦＩに取り組みやすい⽅
策等を講じる。
・これらにより、2013年度〜2022年度の10年間でのＰＰＰ／ＰＦＩの事業規模（契約期間中の総収⼊）21兆円を⽬指す。
（※2019年度までの事業規模は23.9兆円となり、3年前倒しで⽬標達成。今年度、新たな⽬標設定を⾏う）

KPI第２階層 KPI第１階層

〇コンセッション事業、収益型事業及び公的
不動産利活用事業の導入件数

〇優先的検討規程に基づき新たなＰＰＰ／ＰＦＩ
事業の検討を実施した団体数

〇地域プラットフォーム（ブロックプラットフォー
ムを含む）を活用してＰＰＰ／ＰＦＩ事業の導入可
能性調査等を実施した地方公共団体数

１．政策体系の概要

２．狙い
ＰＰＰ／ＰＦＩの推進による公的負担の最小化、効率的かつ効果的であって良好な公共サービスの実現

３．具体的な検証項⽬
担当府省 対象施策 工程表の箇所 確認するエビデンス等 予定 必要なデータ例

4
内閣府
ほか

PFI/PPP
社資10
(p65)

・PFI事業による公的負担の削減
・優先的検討規程の策定および地域プラット
フォームの活用とPFI事業実施団体の関係
（KPIと政策目標の関係）
・公的負担削減以外のPFI事業の実施効果を確
認し、新たな目標設定の検討に反映
・継続的に指標の充実を図る

本年秋までに既存調
査の収集・整理（参
考資料９）

・期間満了PFI事業のアンケート
データ、事業報告書
・自治体別のPFI事業実施状況
・優先的検討規程の策定状況
・地域プラットフォームの活用状
況
・PPP/PFIの実績・効果（事業規
模、歳出削減・歳入増加効果、公
共サービスの質の向上等）

〇地域プラットフォーム（ブロックプラットフォー
ムを含む）に参画する地方公共団体数
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直轄土木工事におけるICT施工の実施状況

○ 直轄土木工事のICT施工の公告件数、実施件数とも増加しており、2020年度は公告件数の約８割で実施。
○ 都道府県・政令市におけるICT土工の公告件数は倍増しており、実施件数も増加している。

単位：件

※「実施件数」は、契約済工事におけるICTの取組予定（協議中）を含む件数を集計。
※複数工種を含む工事が存在するため、合計欄には重複を除いた工事件数を記載。
※営繕工事を除く。

＜ICT施工の実施状況＞

＜都道府県・政令市の実施状況＞

工種

2016年度
［平成28年度］

2017年度
［平成29年度］

2018年度
［平成30年度］

2019年度
［令和元年度］

2020年度
［令和2年度］

公告件数
公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

公告
件数

うちＩＣＴ
実施

土 工 ８４ ８７０ ２９１ ２，４２８ ５２３ ３，９７０ １，１３６ ７，８１１ １，６２４

実施率 ３３％ ２２％ ２９％ ２１％

単位：件

参考資料４
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

i-Constructionに関する工種拡大

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模工事へ拡大
（床堀工、小規模土工）
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地方自治体における新技術導入の状況

○ インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセンサー等の新技術等を導入している施設管理者の割合は、
35%にとどまっており、より一層の導入促進が必要である。

■新技術の導⼊事例

電磁波レーダー搭載⾞を活⽤して
床版上⾯の調査を⾏う技術

ドローンを活⽤して砂防施設の
点検を⾏う技術

ROV※を⽤いて遠隔操作で
桟橋下⾯の⽬視調査を⾏う技術

※ROV:Remotely operated vehicle

画像認識技術を活⽤して下⽔道管路の
⽋陥を⾃動検出する技術

■インフラの点検・診断などの業務で、ロボットやセン
サー等の新技術等を導⼊している施設管理者の割合

N=2,335

導⼊している
35%

導⼊していない
63%

未回答
2%

〇 国⼟交通省所管11分野※１を対象に、インフラの点検・診断などの業務に
おける施設管理者※２の新技術等の導⼊状況を調査した。
※１ 道路、河川、ダム、砂防、海岸、下⽔道、港湾、空港、航路標識、公園、

公営住宅
※２ 国⼟交通省、都道府県、政令市、その他市区町村

〇 対象時期︓平成26から30年度まで
〇 アンケートの回答率︓国⼟交通省・都道府県・政令市100％、

その他市区町村97％

参考資料５

19




